
第2節 Beyond 5Gの実現に向けて

2030年代にデータ主導型の「超スマート社会」を実現するためには、地上、海、空、宇宙などフィジカル空間
のあらゆる場所において生ずる様々な事象に関する詳細なデータを収集してデジタルデータに変換した後、サイ
バー空間において蓄積・解析を行い、フィジカル空間に瞬時にフィードバックするCPSの極めて高度な同期が不
可欠となる。このため、極めて大量の情報を、あらゆる場所において遅延なく安全・確実に流通させることができ
る、5Gより高度な通信インフラが必要となる。

本節では、「5Gの次」のインフラの構築に向けた各国の動向、そして、我が国における「Beyond　5G」の実
現に向けた検討及び今後の推進戦略について説明する。

1 世界の関心は「5Gの次」へ
昨年（2019年）から今年（2020年）にかけて、世界各国で5Gの商用サービスが相次いで開始される中、

2030年代を見据えて、5Gの次の規格に向けた検討が各国において始まっている。5Gが研究段階を終えて、実用
化が進められていく中、2018年頃から研究者の関心は「5Gの次」へと向けられていき、将来、有望な通信技術
に関する学術的な議論が各国・地域で活発に行われるようになった（図表4-2-1-1）。

図表4-2-1-1 海外のBeyond 5G/6Gに関する取組の状況
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•2018年頃から6Gの実現に向け有望と考えられる通信技術について学術的な議論が各地で活発に行
　われているほか、ユースケースや要求条件に関する議論も少しずつ始まっている。

・フィンランド・アカデミーとOulu大学が
立ち上げた6Gの研究開発プロジェクト。
2018-2026年の8年間で251M€（300
億円）規模の予算を獲得。

・2019年3月に”6G Wireless Summit”を
主催し世界各国の著名な研究者が発表を
行った。Nokia Bell LabsとHuaweiがゴ
ールドスポンサー。

・2019年9月に白書「Key Drivers and 
Research Challenges for 6G Ubiquitous 
Wireless Intelligence」を公表。

・2019年2月、大統領が6Gへの取組
強化をツイート。3月にFCCは研究
用途のテラヘルツ利用の開放を決
定。

・ニューヨーク大、DARPAが無線
（テラヘルツ波）とセンサー技術
の研究拠点「ComSenTer」を立ち
上げ。UCサンタバーバラ、UCB、
UCSD、コーネル大、MITが参
加。

・2018年7月、2030年以降に実現されるネットワー
クの技術研究を行うFocus Group NET-2030を
ITU-T SG13に設置。

・2019年5月、白書「Network 2030」を公表。

・2018年11月、MIITのIMT-2020無線技術開発グループリーダー
が、「6Gの開発が2020年に正式に始まる」、「2030年に実用化
し、通信速度は1Tbpsに達するだろう」とコメント。

・2019年11月、6Gの研究開発の開始を発表。あわせて2つの組織
（「6G研究推進の責任主体となる政府系の機関」、「37の大学や
研究機関、企業からなる技術的組織」）を立ち上げ。

・2019年11月の会長コメント「6Gは研究の初期段階。6Gで使用が
想定される周波数の特性や技術的課題の研究、経済的、社会的利益
に焦点を当てた研究チームを任命した」

・NICT：2018年7月、欧州委員会と連携して
テラヘルツ波end-to-endシステムの開発研究
を開始。Beyond5Gを見据えワイヤレス、ネ
ットワーク、デバイスなど研究開発を推進中。

・NTT：2019年6月、6Gを見据えたネットワ
ークの構想「IOWN」を発表。2019年10月、
米インテル、ソニーと次々世代の通信規格での
連携を発表。

・NTTドコモ：2020年1月、2030年頃のサー
ビス提供開始を目指し、6Gに向けた技術コン
セプト（ホワイトペーパー）公開。

・LG電子：2019年1月、「6G研究セ
ンター」を設置。

・Samsung電子：2019年6月、6Gコ
ア技術の開発のための研究センターを
立ち上げ。

（出典）総務省「Beyond 5G推進戦略」（2020）

その中で、現時点で最も組織的な動きを示しているのが、フィンランドのOulu大学を中心とする「6Genesis
プロジェクト」である。2018年からの8年間で約2.5億ユーロ（約300億円）の予算を獲得し、研究開発に着手
している。2019年3月には世界各国の研究者を集めたシンポジウム“6G Wireless Summit”を開催し、ノキア
やファーウェイがスポンサーに付くなど高い注目を集めた。同年9月にはホワイトペーパー“Key Drivers and 
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Research Challenges for 6G Ubiquitous Wireless Intelligence”＊1を公表した。
米国では、2019年2月、トランプ大統領が自身のツイッターで6Gへの取組を強化する旨を表明し、3月には

FCCがテラヘルツ波（6Gでの利用が想定される100GHz～3THzの帯域）を研究用途に開放する旨を決定した。
その後、国防高等計画局（DARPA）及びニューヨーク大が中心となって研究拠点“ComSenTer”を立ち上げ、
UCサンタバーバラ、UCバークレー、UCサンディエゴ、コーネル大、マサチューセッツ工科大が研究に参画し
ている。

中国では、2019年11月に科学技術部が6Gの研究開発の開始を発表するとともに、研究開発を担う組織を立ち
上げた。また、同月にはファーウェイの会長が社内で6Gの研究チームを任命した旨を表明し、官民ともに6Gの
研究開発に乗り出した。

韓国では、2019年に入ってLGやサムスンが相次いで6G研究開発のためのセンターを立ち上げたほか、韓国電
子通信研究院（ETRI）がフィンランドOulu大学と6G研究開発協力で提携、政府では、2028年の6G商用化を
目指し、2021～28年の中核技術研究開発事業に向けた準備を進めている。

このように各国・地域が動きを見せる中、日本では、（国研）情報通信研究機構（NICT）が、2018年7月より
テラヘルツ波の研究開発を開始し、5Gの次を見据えた様々な研究開発を推進している。民間では、NTTが2019
年6月に6Gを見据えたネットワーク構想「IOWN」を発表したほか、NTTドコモは、今年1月に6Gに向けた技
術コンセプト（ホワイトペーパー）を公開＊2するなど取組を進めている。そして、総務省では、同じく今年1月よ
り、Beyond 5Gに関する総合戦略の策定に向けた「Beyond 5G推進戦略懇談会」を立ち上げ、2030年代の社会
において通信インフラに期待される事項やその実現に向けた政策の方向性等について検討を行った。

2 我が国におけるBeyond 5Gの方向性

1 通信ネットワークに関する技術動向
今後、通信ネットワークにおいては、従来は各機能に応じた個別の専用機器を配置していたものが、機能に依存

しない汎用機器（ホワイトボックス）に置き換えられ、どの機器にどのような機能を負わせるかの定義はソフト
ウェアで行う仮想化の流れが加速していく。また、その過程において、ソフトウェア技術の重要性が一層高まるこ
ととなる。

2030年頃にはコアネットワーク機能と基地局機能のいずれもが完全に仮想化されるとともに、AI技術の活用に
よって、ネットワーク上に存在するリソース（資源）を柔軟かつ自律的に管理・制御できるようになる。また、コ
ンピューティングリソースを分散活用することで、利用者に近い末端部分（エッジ）において膨大な数のデバイス
やセンサー等のデータ処理を迅速に行う分散処理も可能となる。そのことは、同一の通信事業者のネットワーク内
にとどまらず、異なる通信事業者のネットワーク間においても行われていく。そのようなクラウドネイティブな環
境も今後実現していくと見込まれる（図表4-2-2-1）。

＊1	 http://jultika.oulu.fi/files/isbn9789526223544.pdf
＊2	 https://www.nttdocomo.co.jp/binary/pdf/corporate/technology/whitepaper_6g/DOCOMO_6G_White_PaperJP_20200122.pdf
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図表4-2-2-1 通信ネットワークに関する技術動向

従来のネットワーク 今後のネットワーク
AIによる

ネットワーク制御
自律性のあるネットワーク

仮想化による汎用機器（ホワイトボックス）の利用が進展
［ハード・ソフト分離］

ソフトウェア技術の重要性の高まり
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（出典）総務省「Beyond 5G推進戦略」（2020）

2 Beyond 5Gに求められる機能
今後の通信ネットワークの技術動向を踏まえつつ、2030年代に期待される社会を実現するためには、その基幹

インフラであるBeyond 5Gには、どのような機能が求められるのであろうか。この間、様々な研究機関や通信事
業者がホワイトペーパー等において、「5Gの次」において求められるであろう要件に言及している＊3。

こういった国内外における動向や、先出の「Beyond 5G推進戦略懇談会」における議論を踏まえつつ、現在、
総務省では、Beyond 5Gへの実装が必要な機能として以下の内容を想定している（図表4-2-2-2）。

①　 あらゆる場所からの膨大なデータを瞬時に正確に処理できるようにする5Gの特徴的な機能の更なる高度化
（超高速・大容量、超低遅延、超多数同時接続）＊4

②　 基地局等の設備やデータ処理量の激増＊5に対応できるようにする超低消費電力
③　 利用者が意識しなくてもセキュリティ・プライバシーが常に確保され、災害や障害の発生時でもサービスが

途絶えず、瞬時に復旧する超安全・信頼性
④　 AI技術により人手を介さず（ゼロタッチ）あらゆる機器が自律的に連携し、有線・無線を意識せず即座に

利用者のニーズに合わせて最適なネットワークを構築する自律性
⑤　 衛星やHAPS＊6等の異なる通信システムとシームレスに繋がり、端末や窓など様々なものも基地局とするこ

と（ユビキタス基地局）で、至るところにある機器が相互に連動しつつ、海、空、宇宙を含むあらゆる場所

＊3	 NTTドコモが2020年1月に公表したホワイトペーパー「5Gの高度化と6G」においては、「超高速・大容量通信」、「超カバレッジ拡張」、「超
低消費電力・低コスト化」、「超低遅延」、「超高信頼通信」及び「超多接続＆センシング」の6つを想定している。海外においても、エリクソ
ンやノキアが、6Gのコンセプトを打ち出している。

＊4	 2030年代に想定されるデータ通信量や通信機器数を踏まえると、アクセスネットワークにおける通信速度と同時接続数は5Gの10倍、コア
ネットワークにおける通信速度は現在の100倍を目標とする。また、サイバー・フィジカル・システムの完全同期を実現するためには、5G
の10分の1の低遅延とそれを補完するネットワークの高度な同期が必要と考えられている。

＊5	 IPトラフィックは、2030年には170ZB/年（2016年の36倍）になると推計されており、IT関連の電力消費量とデータ処理量は比例関係に
あると仮定すると、低消費電力化の技術開発がなされない場合には、2030年のIT関連の電力消費量も同様に2016年の36倍（1,480TWh/
年）となると考えられる。（出典：国立研究開発法人科学技術振興機構「情報化社会の進展がエネルギー消費に与える影響（Vol.1）」（2019年
3月））。そのため、Beyond	5Gにおいては消費電力を100分の1にすることが必要と考えられている。

＊6	 High	Altitude	Platform	Stationの略。携帯電話の基地局機能を搭載して成層圏などの高高度を飛行する無人航空機等を指す。
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で通信を利用可能とする拡張性

図表4-2-2-2 Beyond 5Gに求められる機能等

拡張性

超低消費電力

Beyond 5G

超安全・信頼性

超高速・大容量 超低遅延 超多数同時接続

5Gの特徴的機能の更なる高度化

高速・大容量 低遅延 多数同時接続

5G
持続可能で新たな価値の創造に
資する機能の付加

自律性

•アクセス通信速度は5Gの10倍
•コア通信速度は現在の100倍

•5Gの1/10の低遅延
•CPSの完全同期の実現
•補完ネットワークとの高度同期

•多数同時接続数は5Gの10倍

•現在の1/100の低消費電力
•対策を講じなければ現在のIT
　関連消費電力が約36倍に
　（現在の総消費電力の1.5倍）

•セキュリティの常時確保
•災害や障害からの瞬時復旧

•ゼロタッチで機器が自律的に連携
•有線・無線を超えた最適なネットワークの構築

•衛星やHAPSとのシームレスな接続（宇宙・海洋を含む）
•端末や窓など様々なものを基地局化
•機器の相互連携によるあらゆる場所での通信

※緑字は、我が国が強みを持つ又は積極的に
　取り組んでいるものが含まれる分野の例

テラヘルツ波

オール光ネットワーク

完全仮想化

量子暗号

時空間同期
（サイバー空間を含む。）

センシング

HAPS活用

インクルーシブインターフェース

低消費電力半導体

（出典）総務省「Beyond 5G推進戦略」（2020）

3 Beyond 5G推進戦略の策定

1 Beyond 5Gの実現に向けた戦略的取組みの必要性
以上に述べてきた、我が国が目指すべきBeyond 5Gを実現するためには、以下の理由により、政府と民間が一

丸となり、国際連携の下で戦略的に取り組むことが重要であることから、国家戦略を策定することとした。
①　 Beyond 5Gの実現には、先端的な要素技術の開発や、ネットワーク設計自体に非連続な発想（例：通信基

盤へのオール光ネットワーク導入）の取り込みといったブレイクスルーが必要であり、また、CPSの進展
に付随した新たな社会的課題（例：AIのアカウンタビリティ確保やサイバー空間における情報の信頼性確
保）も次々に顕在化していることを踏まえると、民間における研究開発等の取組を効果的に加速させるため
には、国による積極的な取組が不可欠であること。

②　 Beyond 5Gは、5G以上に国民生活や経済活動を支える基幹的な基盤として、あらゆる組織や産業におい
て活用されるだけでなく、我が国の安全保障にも深く関与することから、その早期かつ円滑な導入を図るた
めには、省庁の枠を超えた取組が必要であること。

③　 Beyond 5Gの実現へのハードルやコスト、他国の動向等を考慮すれば、我が国一国のみでこれを実現する
のは不可能。このため、早い段階から信頼でき、シナジー効果が期待できる外国政府や外国企業等の戦略的
パートナーとの国際連携体制を確立し、Beyond 5Gに向けた先端的な要素技術の共同研究開発や国際標準
化等に集中的に取り組む必要があること。

2 Beyond 5G推進戦略
上記の問題意識を踏まえて策定されたBeyond 5G推進戦略の概要は以下のとおりである（図表4-2-3-1）。
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ア　基本方針
非連続的な飛躍的進化であるBeyond 5Gの早期かつ円滑な実現と国際競争力の強化（我が国の企業及びその

パートナー企業がBeyond 5Gインフラ（ハードウェア＋ソフトウェア）市場シェア3割程度の獲得を目指すとと
もに、デバイス分野や利活用分野でも一定のプレゼンスを持続的に確保することを目指すこと）を図るためには、
我が国がグローバルなオープンイノベーションのエコシステムの一角となることが重要。この観点から、次の基本
方針の下、研究開発、知財・標準化、展開のそれぞれについて、ロードマップを策定し、戦略的に取り組む。

①　 グローバル・ファースト：　供給面・需要面ともに国内市場をグローバル市場の一部と捉えるとともに、我
が国に世界から人材等が集まるようにするといった双方向性も目指す。

②　 イノベーションを生むエコシステムの構築：　可能な限り制約を最小化するなど、多様なプレイヤーによる
自由でアジャイルな取組を積極的に促す制度設計を基本とし、イノベーションを生むエコシステムを構築す
る。

③　 リソースの集中投入：　グローバルな協働は、各プレイヤーが互いに「強み」を持ち寄って行われるという
前提の下、我が国のプレイヤーがその協働に効果的に参画できるようにするという観点から国が取り組む必
要性の高い施策に絞り、一定期間集中的にリソースを投入する。

イ　研究開発戦略
Beyond 5Gに求められる機能を実現するには、テラヘルツ波や光・量子技術、AI等の先端的な要素技術を含む

無線技術、ネットワーク技術、省エネ技術、セキュリティ技術、これらの基盤となるソフトウェア関連技術等の開
発・高度化、標準化が不可欠となる。また、これらの技術の開発等に際しては、価格競争力の取得にも留意する必
要がある。

Beyond 5Gにおける将来の国際競争力を確保するためには、我が国に「強みがある技術」と我が国として「持
つことが不可欠な技術」の研究開発力を重点的に強化する必要があり、戦略的に重要な当該技術に限定して、各国
における開発競争が起こる前の「つぼみ」の段階から、国費による集中的な支援を実施する。また、欧米等戦略的
パートナーとの連携による先端的な要素技術の国際共同研究開発プロジェクトを推進する。

こうした「つぼみ」の技術を育成し、世界に先駆け実用化するためには、ベンチャーや他分野も含め多種多様な
人材を呼び込み、自由に研究開発できる環境の整備や担い手の育成が極めて重要である。

その際、「技術で勝てても市場では必ずしも勝てなかった」過去の事例に学ぶことも必要である。「グローバル・
ファースト」の方針の下、開発した要素技術が民間企業によって製品化され、競争力のある形で実装されることを
見据えた取組を行う必要がある。このため、特に国による研究開発については、知財や国内外の市場の獲得に向け
た体制や計画・戦略を定め、それを踏まえて推進する。

国による研究開発プロジェクトの推進に当たっては、より戦略的かつ柔軟に実施できるようその運用を改善す
る。

以上の考え方に基づき、国内外の市場がBeyond 5Gに求める通信技術について、国は研究開発を積極的に支
援・実施し、2025年頃から順次要素技術を確立、3GPP等で標準化することで、2030年頃のBeyond 5Gのサー
ビスインにつなげることを目標とする。

この目標に向け、国内外の多様なプレイヤーが協働して研究開発を行える拠点として「Beyond 5G研究開発プ
ラットフォーム（仮称）」を構築する。その際、SINET＊7等の研究基盤や若手研究者に対するファンディングプロ
グラム等との連携も図りつつ、戦略的に重要な要素技術の研究開発を関係省庁と連携して集中的に推進するととも
に、我が国における開発・製造基盤も強化する。また、研究開発用途での電波利用に係る規制の緩和等により民間
の研究開発投資の支援を実施する。あわせて、イノベーションを起こし得るアイデアや人材の発掘・育成も実施す
る。

ウ　知財・標準化戦略
知財・標準化や、その後の国内外の市場シェアの獲得を目指す取組は、直接の裨益者である各企業の自助努力が

基本である。しかし、Beyond 5Gは国民生活や経済活動を支える基幹的な基盤であることや、知財・標準化が自

＊7	 国立情報学研究所(NII)が運営する、全国900以上の大学・研究機関等が接続する学術情報ネットワーク
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企業を超えた波及効果を生むことを踏まえ、我が国が目指すBeyond 5Gの実現に必要な技術要件が国際標準とな
り、かつ、我が国の安全保障や産業の発展にとって好ましいものとなるようにするという観点から政府としても民
間部門と連携しつつ積極的にその役割を果たす。

国際標準化については、①オール光ネットワークの実現、②オープン・アーキテクチャの採用、③ソフトウェア
による最大限の仮想化、④上空・海洋など地上以外への拡張、⑤セキュリティの抜本的強化を重視する。

標準化や実装に向けた取組は、戦略的パートナーとの緊密な連携の下で実施する。その際、我が国の影響力を確
保するためには、優れた技術を開発するだけでは足りず、標準化作業への我が国関係者の関与の拡大や関連する知
財の確保等が必須であることから、これまでの知財・標準化戦略を抜本的に見直すことが必要である。

以上の考え方に基づき、Beyond 5G市場におけるサプライチェーンリスクの軽減と市場参入機会の創出に向け、
研究開発成果等を踏まえた技術要件を2025年頃から順次3GPPやITU等での国際標準に反映させる。このため、
早期に戦略的なパートナーとの連携体制を構築するとともに、2030年時点におけるBeyond 5Gの必須特許数シェ
アについて、国際的な競争力・交渉力の確保に活用できる形で5G必須特許の世界トップシェア＊8と同水準の10%
以上を目指し、併せて、関連する周辺特許の取得も促進する。

この目標に向け、標準化や知財獲得の必要性を戦略的に見極めつつ、戦略的パートナーとの国際連携を強化する
とともに、産学官の主要プレイヤーが参加して戦略的に標準化等に取り組める場として「Beyond 5G知財・標準
化戦略センター（仮称）」を設置すること等により、戦略的なオープン化・デファクト化を推進する。

エ　展開戦略
Beyond 5Gの早期かつ円滑な導入を図るためには、その前提として、5Gがあらゆる分野や地域において浸透

し、徹底的に使いこなされている必要がある。これにより生まれる「Beyond 5G ready」な環境（あらゆる者が
必要なリテラシーを備え、Society 5.0の恩恵を十分に享受できる環境）を早期に実現する。そのために5Gの早
期の面的展開（供給側の取組）と産業利用・公的利用に係るユースケースの構築・拡大（需要側の取組）を一体的
に推進する。

その際、グローバルな利活用を当初から念頭に置くこと、セキュリティ・バイ・デザインやプライバシー・バ
イ・デザイン、ユニバーサルデザインに基づいたものとすること等に留意しつつ、大学・企業等の能力を最大限活
用する。

以上の考え方に基づき、2030年までに「Beyond 5G ready」な環境を実現することを目標とする。具体的に
は、5Gの面的展開を早急に実現させるとともに、インパクトのあるユーザオリエンテッドな利用者視点に基づく
国内外のユースケースを確立・浸透させることにより、2030年度に44兆円の付加価値を創出する＊9。

この目標に向け、5G投資促進税制や5Gエリア整備支援制度といった税・財政支援、周波数確保等の制度整備、
インフラシェアリングの促進等により、5Gネットワークの面的拡大を図る。また、サイバーセキュリティを確保
しつつ、国内外で課題解決型の実証プロジェクトを実施して多様なユースケースを構築するとともに、それを機能
ごとにモジュール化してクラウド型の共通プラットフォームにより必要なものだけを低廉かつ容易に利用できるよ
う、イノベーションハブとしての機能を持つ仕組み（「5Gソリューション提供センター（仮称）」）を構築する。
その際、緊急事態においても国民生活や経済活動が維持される社会の構築に向け、社会全体のデジタル化を推進し
つつ、街全体をリビング・テストベッドとするための地域の大学、地元経済界や行政と連携した体制整備や、地
方・中小の企業におけるクラウドの利活用促進に向けた分散型クラウド基盤の構築等を推進する。また、5Gイン
フラ・ソリューションのグローバル展開にも併せて取り組む。

オ　戦略の推進方針
Beyond 5G推進戦略を産学官の連携により強力かつ積極的に推進するための母体として「Beyond 5G推進コ

ンソーシアム（仮称）」を設置し、①各戦略に基づき実施される具体的な取組を産学官で共有するとともに、②国
内外の企業や大学等による新規の実証プロジェクトの立ち上げ支援等を実施する。また、同コンソーシアムが主体
となって③毎年「Beyond 5G国際カンファレンス（仮称）」を開催し、研究開発等に関する最新の国際動向の情

＊8	 5G必須特許の世界トップシェアは、クアルコム（米）：11.4%、ファーウェイ（中）：11.1%、サムスン（韓）：9.2%とつづく。（サイバー総
研調査に基づく）

＊9	 ワイヤレスを活用した生産性向上に係る取組の活性化による実質GDPの押し上げ効果。（出典：電波有効利用成長戦略懇談会報告書）
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報を共有するとともに、我が国におけるBeyond 5Gに関する取組状況について国際的に発信する。
同コンソーシアムの活動を支えるため、総務省内に部局横断的な「Beyond 5G戦略推進タスクフォース（仮

称）」を設置し、総合科学技術・イノベーション会議、IT総合戦略本部、サイバーセキュリティ戦略本部と連携し
つつ、本戦略の推進ロードマップの進捗を管理する。その状況について、毎年プログレスレポートを取りまとめて
公表するとともに、必要に応じて戦略の改定等を実施する。

図表4-2-3-1 Beyond 5G推進戦略～基本方針～

Beyond 5Gにおける国際競争力強化
インフラ市場シェア3割程度
デバイス・ソリューション市場でも持続的プレゼンス

Beyond 5Gの
早期かつ円滑な導入

グローバル・ファースト
•国内市場をグローバル市場の一部
　と捉えるとともに、我が国に世界
　から人材等が集まるようにすると
　いった双方向性も目指す。

イノベーションを生むエコシステムの構築 リソースの集中的投入

研究開発戦略 知財・標準化戦略 展開戦略

基本方針

政府と民間が一丸となって、国際連携の下で戦略的に取り組む

世界最高レベルの
研究開発環境の実現

ゲームチェンジの実現
サプライチェーンリスクの
低減と市場参入機会の創出

Beyond 5G ready
な環境の実現

2025年頃から順次
要素技術を確立

Beyond 5G必須
特許シェア10％以上

2030年度に44兆円
の付加価値創出

Beyond 5G推進コンソーシアム
①各戦略に基づき実施される具体的な取組の共有、②国内外の企業・大学等による実証プロジェクトの立ち上げ支援、③国際会議の開催

産学官の連携により強力かつ積極的に推進

•多様なプレイヤーによる自由でア
　ジャイルな取組を積極的に促す制
　度設計が基本。

•我が国のプレイヤーがグローバル
　な協働に効果的に参画できるよう
　になるために必要性の高い施策へ
　一定期間集中的にリソースを投入。

5G基地局の面的拡大と、
5Gソリューションの実証を通じた
産業・公的利用の促進等による

戦略的オープン化・デファクト化
の促進と、海外の戦略的
パートナーとの連携等による

先端技術への集中投資と、
大胆な電波開放等による

※総務省の部局横断的タスクフォースが戦略の進捗を管理。毎年プログレスレポートを作成・公表し、必要に応じて戦略を見直す。
（出典）総務省「Beyond 5G推進戦略」（2020）
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